


























































































































































































































































































































































































会社名 設立年 業種 従業員数
1 常磐共同火力 1955 電気業 424
2 常磐コンクリート工業 1957 コンクリート製造業 103
3 常磐石炭輸送 1957 道路貨物運送業 229
4 常磐共同ガス 1959 ガス業 39
5 常磐生活協同組合 1959 卸売業 235
6 常磐紙業 1959 紙加工品製造業 254
7 常磐開発 1960 総合工事業 571
8 常磐倉庫 1961 倉庫業 49
9 常磐商事 1961 窯業 263
10 小名浜港石炭荷役 1961 水運業 11
11 福島綜合計算センター 1962 計算事務 70
12 常磐製作所 1963 機械・鋳鋼製造業 934
13 医療法人常磐会 1963 病院 230
14 常磐畜産 1963 畜産農業 44
15 常磐化成 1964 煉炭製造化学工業 93
16 同和酒類 1965 卸売業 15
17 ときわ急行貨物 1965 道路貨物運送業 116
18 常磐食品 1965 卸売業 12
19 常磐マックス 1965 事務用品 20
20 常磐炭砿東北販売 1968 卸売業 5
21 福島環境センター 1970 サービス業 137

























社 人 社 人
全体 703 11,592 855 3,974
地域 いわき市内 143  1,851 534 2,819
福島県内   0     0  15   17
県外 560  9,741 284 1,115
その他   0     0  22   23
企業種別 新会社　西部炭砿   1  1,026   1  993
系列企業   1     3  20  369
誘致企業   6   125  24  372










































（１） 研究成果として正岡ほか『炭砿労働者の閉山離職とキャリアの再形成』Part Ⅰ～ Part Ⅹなどがすでに刊行
されている。データアーカイブについては嶋﨑2007を参照のこと。
（２） 独立行政法人　新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）石炭事業部による「戦後石炭鉱業の歩み」
http://www.nedo.go.jp/sekitan/jigyounaiyou/sekitankeika.html。
（３） 労働省1971：23-25。
（４） 第一次エネルギーの構成は、1955年度には国内炭40％、石油18％であったが、1961年度には26％、36％へ
と逆転している。
（５） スクラップ・アンド・ビルド政策とは、炭鉱の重装備化と運搬の効率化を目標とし、政府資金を投下して
補強すべき炭鉱と現状維持あるいは早期に閉山を促す炭鉱とに弁別する方策をいう。
（６） この間の経緯については、正岡1998、2000を参照のこと。
（７） 労働省1971：361-382。
（８） 石炭鉱業審議会第４次答申を受けて、1969年1月閣議決定された。
（９） 労働省1971：307-326。
（10）　1969年度には、4企業（杵島炭鉱、明治鉱業、麻生産業、北星炭鉱）が特別閉山交付金を受けて閉山した。
その生産量は合計1,862,094トン、1970年度には、4企業（雄別炭鉱、夕張炭鉱、飯野炭鉱、羽幌炭鉱）、2,338,231
トンとなる。8企業、420万トンの炭鉱が企業ぐるみ閉山となった。
（11）　労働省1971：57-128。
（12）　平兮、大橋、内海1998：50-61。
（13）　武田1963：18-21。
（14）　武田1963：21。
（15）　武田1963：27-28。
（16）　嶋﨑2010。
（17）　正岡1998a：50-63。
（18）　嶋﨑2010。
（19）　常磐共同火力は、低品位炭を専燃する火力発電所であり、その設立は、常磐炭砿KKの生き残りに必須の
事業であった。1956年に常磐共同火力勿来発電所が運転開始した。1961年には、295,000キロワット発電設備
が完成し、年間140万トンの石炭消費が可能となった。火力発電所の完成は、常磐炭砿はもとより近隣炭砿の
石炭消費の道を開くことにもなった（嶋﨑2010）。
（20）　常磐炭砿野球部は、人員整理のため1962年に解散されたが、1964年に復活した。その際系列会社による総
合チーム「オール常磐」として再発足した。1966年、67年、70年夏都市対抗野球全国大会に出場。1971年に
解散。
（21）　正岡1998：119。
（22）　経緯については、正岡2000、嶋﨑2010．ハワイアンセンターは、「炭砿の存続」と「温泉の現金化」につな
がる新規事業として位置づけられた。なお、映画「フラガール」（2006年）は、炭田地域で育った従業員の子
女たちが、フラダンスのダンサーとして舞台にたつまでの戸惑いや苦闘を当時のエピソードをまじえて描い
たものである。現在では、スパリゾートハワイアンズとして、年間160万人の入場者を数える施設である。
（23）　嶋﨑2004を参照。
（24）　白井2000：129。
（25）　白井2000参照。
（26）　矢野2000：188-189。
（27）　正岡他2005：124-129。
